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Ⅰ　基本情報

３　評価単位

施設数：3施設

複数施設を一括評価の場合、その理由：施設単位で評価しても大きな差異が生じないことから、指
定単位での一括評価としたもの。

指定期間 平成30年4月1日～令和5年3月31日

募集方法 公募

指定単位

施設数：3施設

複数施設を一括指定の場合、その理由：提供サービスの均一化とスケールメリットによる効率的運
営のため、一括公募とした。

業務の範囲
施設運営及び管理業務、健康増進事業、運動指導事業、健康増進に関する情報の収集・提供、そ
の他の事業、施設の使用承認、利用料金の収受等

目的 市民の健康増進

事業概要 健康増進事業、運動指導事業、健康増進に関する情報の収集・提供、その他

主要施設 運動フロア、体力測定室、ウォーキングデッキ、運動スタジオ

２　指定管理者

名称 一般財団法人札幌市スポーツ協会

事業概要 健康増進事業、運動指導事業、健康増進に関する情報の収集・提供、その他

主要施設 運動フロア

名称 札幌市西健康づくりセンター 所在地 西区八軒1条西1丁目

開設時期 平成12年12月 延床面積 2,360.10㎡

札幌市東健康づくりセンター 所在地 東区北10条東7丁目

開設時期 昭和62年4月 延床面積 846.80㎡

目的 市民の健康増進

指定管理者評価シート

事業名 札幌市健康づくりセンター運営管理費 所管課（電話番号） 保健福祉局保健所健康企画課（622-5153)

１　施設の概要

名称 札幌市中央健康づくりセンター 所在地 中央区南3条西11丁目

開設時期 平成5年9月 延床面積 2,438.02㎡

目的 市民の健康増進

事業概要 健康増進事業、運動指導事業、健康増進に関する情報の収集・提供、その他

主要施設 健康度測定フロア、運動フロア、図書視聴覚室、相談コーナー

名称
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Ⅱ　令和２年度管理業務等の検証

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

項　目 実施状況
指定管理者
の自己評価

所管局の評価

1　業務の要求水準達成度

（１）統括管理
業務

▽　管理運営に係る基本方針の策定

▼　施設の設置目的や札幌市健康づくり基本計画「健
康さっぽろ21（第二次）」をはじめ、施設を取り巻く環境
の変化、お客様からのご意見などを踏まえ、健康づくり
センターの役割や機能を最大限に発揮するとともに、市
民サービスの向上や経費の縮減を図るうえで、以下の
とおり８つの基本方針を定め、それぞれの事業目標の
達成に向けて取組みを推進した。
「市民の福祉の増進と公平な施設利用の保持」
「健康づくりの拠点施設としての価値向上」
「安全・安心な施設運営と快適な環境の整備」
「市民・お客様に対するサービス水準の向上」
「札幌市の健康づくり施策と連動した施設運営」
「医療機関や地域住民等との連携事業の推進」
「省エネや業務の効率化による管理費用の縮減」
「適正な施設運営と透明性の確保」

現指定期間3年目の
令和2年度において
は、長年の管理運
営のノウハウを十分
に活用しながら、施
設の設置目的を踏
まえたうえで、各指
定管理業務を推進
するための明確な8
つの基本方針に基
づき、継続して各取
組みを推進した。
特にコロナ禍の中、
お客様が安全・安心
に利用できるよう対
策に取り組んだ。

　管理運営に関す
る基本方策を策定
し、適切に運営が
行われているとと
もに、新型コロナ
ウイルス感染症に
対応したマニュア
ルを改定するな
ど、安全・安心に
施設利用ができる
ように、よりよい
サービス向上にも
努めている。
　平等利用に係る
取り組みでは、障
がい者等対応研
修やＬＧＢＴの課題
について考える研
修などにより、職
員の知識と意識向
上を図ったほか、
筆談具やコミュニ
ケーション支援
ボードなどの配
置、公式ホーム
ページにおける外
国語自動翻訳
サービスの提供な
ど、子どもから高
齢者、障がいのあ
る方など全ての市
民に対し、不当な
差別的行為を発
生させない環境づ
くりの整備に取り
組んでいる。
　関係機関との連
絡調整では、新型
コロナウイルス感
染拡大によりイベ
ント中止となること
が多いなかでも、
地域の防犯活動
へ参加するなど関
係機関との連携を
深めたほか、プロ
スポーツチームと
の協働イベントや
スポーツボラン
ティアへの参画
等、幅広い連携や
社会貢献を行って
おり、要求水準以
上に関係機関との
良好な関係を構築
している。

▽　平等利用に係る方針等の策定と取組実績 教室受講の障がい
者等対応研修など
行い、職員の知識と
意識向上を図った。
また、筆談具やコ
ミュニケーション支
援ボードなどを配置
するなど、子どもか
ら高齢者、障がいの
ある方など全ての市
民に対し、不当な差
別的行為を発生さ
せない環境づくりの
整備に取組んだ。

▼　「公共サービス従事者の基本原則である人権尊重
と公平性の理念及び施設の設置目的・位置づけや関係
条例などについて、管理運営に携わる職員及び委託事
業者などの全てのスタッフが理解し、適切な運用を行う
体制を整えます。」という方針に基づき、研修などを通じ
て職員の意識向上を図った。

▼　教室受講の障がい者等対応研修、LGBTの課題に
ついて考える研修、接客・接遇に関するOJTなどで、不
当な差別的行為が発生しない体制づくりに取組んだ。

▼　障がいのある方に対する接遇の姿勢や個別の場面
において適切な対応・判断をするための指標となる「障
がいのある方への配慮のガイドライン」を策定・運用し、
障害者差別解消法に適切に対応した。

▼　各施設の利用受付、使用の承認・不承認、利用料
金の収受、還付などに関する事務手続きは、札幌市健
康づくりセンター条例、同施行規則の他、札幌市健康づ
くりセンター使用料減免要領などに準拠して公平に行っ
た。

▼　子どもから高齢者、障がいのある方など全ての利
用者に利用しやすい空間の確保や施設の利用方法、
機器の使い方を分かりやすく案内するため、筆談具や
コミュニケーション支援ボードなどを配置し、コミュニ
ケーションのバリアフリーを推進した。公式ホームペー
ジにおいては、外国語自動翻訳サービスを提供し、外
国人が利用しやすい情報の提供を行った。

▼　自主事業において開催している健康講座や運動教
室等への参加は、広く募集を行い、厳正な抽選により決
定することで、均等な機会を確保した。
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▼　札幌市などが推進する取組みに参画し、各種取組
みを行った。
・「さっぽろエコメンバー登録制度」レベル3に登録継続
・「環境教育へのクリック募金」に継続協力、札幌市より
感謝状の贈呈を受ける。（令和3年2月）
・「生物多様性さっぽろ応援宣言企業・団体」への登録
継続
・さっぽろエコスタイル（クールビズ・ウォームビズ）の継
続実施
・北海道グリーン・ビズ認定制度の「優良な取組」部門
に登録継続

▼　エコキャップ運動の推進事業として、各施設でペット
ボトルキャップを回収し、再資源化による製品売却益を
寄付した。

▼　自動販売機設置業者一元化により、商品補充・運
搬の効率化を図るとともに、省エネ・ノンフロン環境対策
の機器を設置し、CO2の削減を行なった。（中央・西セン
ター）

▼　OA機器の節電設定/間引き節電/照明設備のLED
化/人感センサー設置自動販売機は環境配慮型(LED
照明・ノンフロンヒートポンプ・ディスプレイ節電)を設置
／リサイクルトナーカートリッジの使用／封筒の再利用
／使用済ペーパーの裏面再利用の徹底と古紙回収を
積極的に活用した。

▼　新型コロナウイルス感染症対策として、トイレに
ペーパータオルを配置していたが、ごみの減量や環境
配慮のため、利用者にマイタオル・マイハンカチの持参
を促した。

▽　受動喫煙防止対策の推進

▼　札幌市受動喫煙防止対策ガイドライン（第二版）に
おける、札幌市健康づくり基本計画「健康札幌21（第二
次）」や健康増進法などの受動喫煙に関する法令を順
守し、受動喫煙防止対策の推進を図った。

▼　例年、禁煙支援プログラムや呼気一酸化炭素濃度
チェック検査を自主事業で実施していたが、今年度は新
型コロナウイルス感染防止の観点から中止した。
　健康度測定受診後の保健指導などにおいて、喫煙歴
のある方に対し喫煙がもたらす健康被害等への啓発活
動は今年度も実施した。

　環境配慮につい
ては、「さっぽろエ
コメンバー」への
登録、「環境教育
へのクリック募金」
への協力などを継
続的に取り組んで
おり、ごみ減量や
リサイクル、ＣＯ２
削減にも努めてい
る。
　要望・苦情対応
では、要求水準で
定められている要
望等の受付体制
の整備以外に、提
案箱の設置によっ
て利用者からの意
見や要望を積極
的にくみ取ろうとし
ている。

▼　施設の利用方法や事業の開催について、案内チラ
シ、当協会ホームページ、情報誌を活用するとともに、
広報さっぽろ、テレビにも積極的に情報を提供し、広く・
平等に周知を行った。

▽　地球温暖化対策及び環境配慮の推進 札幌市が推進する
環境配慮の施策へ
組織的かつ積極的
に取り組むととも
に、照明の間引き節
電や使用済ペー
パーの再利用など、
スタッフ全員で日常
的に取組んだ。
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【責任者の配置】

【組織整備】

【従業員の確保・配置】

▼　管理運営業務計画書のとおり職員を配置するた
め、希望職種選択方式の申込３区分（正職員のみ、契
約職員のみ、正職員と契約職員の併用）で一般公募で
採用試験を行った。当協会全体で、正職員4名、契約職
員41名を採用し、各指定管理施設などに配置した。

▼　医師、保健師、看護師、管理栄養士、理学療法士、
健康運動指導士などの有資格者を適正に配置した。

▼　パートタイム職員に欠員が生じた場合は、各施設で
募集を行い、面接により適時採用を行った。

管理運営業務計画
書に基づき、統括責
任者をはじめとす
る、経験豊富な職員
や有資格者を適正
に配置した。
また、正職員、契約
職員を確保するた
めの採用事務を適
正に行うとともに、
各業務を推進する
ために人材育成計
画に基づく多様な研
修やOJTを実施し、
業務の質の向上を
目指した。

▼　健康づくりセンターの指定管理業務を一元的に取ま
とめる統括責任者と併せて、中央センターと西センター
に施設の管理運営を推進する施設責任者（館長）を配
置した。
　また、東センターは業務に効率化を図るため、中央セ
ンターの館長が施設責任者を兼務した。

▼　各責任者は、公の施設の管理運営に係る長年の実
務経験者を配し、公正な管理運営や施設環境の整備を
行った。
施設責任者は、暴力団員による不当な行為の防止等に
関する法律第14条第1項に規定する「不当要求防止責
任者」として、施設の安全確保を徹底した。

▼　施設には、統括責任者、施設責任者、医療担当部
長のもと、経験豊富な職員を適正数配置するとともに、
清掃などの委託事業者や委嘱指導員をスタッフの一員
として編成し、実効性の高い重層的な管理体制を構築
した。併せて、札幌市の健康づくり施策を総合的に推進
する事務局各課が一体となり、施設の管理運営、人材
育成、職種別・階層別研修などを体系的に実施し、強固
な組織体制を保持した。

▼　健康づくりセンター内をはじめ、当協会が管理する
他の指定管理グループの責任者や職員と積極的に情
報共有を図ることで、組織的に、札幌市の公の健康づく
り・スポーツ施設の管理運営と市民のスポーツ・健康づ
くり活動の推進に取組んだ。

▼　各施設で職員の事務分掌を作成し、業務分担を明
確化した。

▼　統括責任者以下、職員の指揮命令系統を明確にし
たうえで業務にあたった。

▼　各施設で緊急連絡網を作成し、共有した。

▼　職員が新型コロナウイルスに感染した場合の施設
運営に係わる、緊急時に従事する職員の緊急連絡網を
作成し共有した。

▽　管理運営組織の確立（責任者の配置、組織整備、従
事者の確保・配置、人材育成）
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【人材育成】

▼　新型コロナウイルス感染症の対策として、OJTや階
層別研修においてもソーシャルディスタンスの確保と、
密集・密接・密閉の防止を徹底した。集合型研修では、
手指消毒及び検温を行い、コロナ対策を講じた上で実
施した。
また、OJTにおいては密を避ける観点から、実施日を複
数に分散するなど少人数で実施した。

▼　集合型研修では、会場の収容人数50％以下を定員
とし、受講者同士の座席間隔を1.5ｍ～2ｍとした。グ
ループワークは極力避けることとしたが、グループワー
クが必要な場合は、パーテーションを活用し、飛沫感染
の防止に努めた。

▼　コロナを契機として、動画を用いた研修方法を導入
し、密集によるリスクを回避した。動画は健康づくりセン
ターの医師を講師として、当協会職員が教材を製作し、
教室担当者を中心にOJTを実施した。

計 20 1 9 30

※　（　）は中央センターと兼務

▼　当協会の人材育成計画に基づく階層別研修プラン
を毎年度策定し、各職位で必要と考えられる研修を習
得した。また、階層別研修で学んだ内容をもとに各施設
のOJTに活かしスキルを向上させOFF‐JTでは特定の
専門知識を身につけた。

▼　令和2年度に実施又は受講した特徴ある職員研修

①成果につながる栄養指導（栄養士会研修会報告）
②より良い特定健診・特定保健指導のためのスキル
アップ講座
③頸動脈エコー検査手技習得
④接遇とコミュニケーション力アップ
⑤教室担当者向け勉強会（健康チェック票の改定に
ついて）動画学習
⑥リスクマネジメント研修（スポーツ現場における怪
我と一次対応）
⑦新型コロナウイルス感染症対策マニュアルに基づ
いた対処方法
⑧普通救命講習Ⅰ
⑨消防訓練・避難訓練

正職員 3 1 1 5

常勤職員 12 (2) 7 21

医師(ｾﾝﾀｰ長) 1 － － 1

統括責任者 1 1

館長 1 (1) 1 2

▼　職員の配置数（単位：人）

区分 中央 東 西 計
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▼　業務の標準化（統一化）を通した、市民サービスの
向上や管理運営体制の抜本的な見直し、大規模災害
や新型コロナウイルスの職員感染による施設運営のリ
スク管理として、管理作業マニュアル(始業・終業)を作
成した。

▼　文書管理機能のワークフローを活用した事故報告
書フォームの新様式を作成し、報告ルートの見直しを含
めリスクマネジメント研修を活用しながら共有した。

▼　当協会の作成する「事故対応マニュアル」におい
て、事故原因や傾向などをスタッフに周知することによ
り、予見できる事故に対して、あらゆる防止措置を講じ、
利用者には運動前の血圧測定による体調チェックの実
施や注意喚起を徹底して行った。
また、各施設で起きた事故については事故報告書を作
成して当協会内のPCネットワークにて情報を共有し、同
様の事故防止に努めた。

▽　第三者に対する委託業務等の管理（業務の適正確
保、受託者への適切監督、履行確認）

委託事業者への指
示命令系統を明確
化し、連絡体制を整
備するとともに、直
接の立会い検査だ
けではなく、作業報
告書や写真などに
より、適正に履行の
検査・確認を行っ
た。
また、委託事業者に
対して、新型コロナ
ウイルス感染症対
策のため、従業者の
マスク着用、手指消
毒及び検温の励行
を指示した。

▼　札幌市の承認を受け、清掃業務、保守点検業務な
どを第三者に委託した。事業者の選定にあたっては、
当協会の「契約事務取扱規程」などに基づき、公平かつ
透明性を確保した。
また、業務が適正に履行されるよう、立ち会い検査や業
務終了後に「作業報告書」「作業写真」などの関係書類
により、適正な履行の検査・確認を行った。

▼　委託事業者には、従事する労働者の法令遵守状況
とその取組み及び従事する労働者の賃金、労働時間、
各種保険の加入状況、健康診断の実施状況などの調
査要請と確認を行った。

▼　各施設の館長（施設責任者）は、委託事業者への
指示命令系統を明確化し、連絡体制を整備した。

▼　新型コロナウイルス感染拡大に伴い、人の密集を
避ける新しい生活様式が推奨されていることを踏まえ、
リスク回避の観点から、拠点とする研修会場と施設をオ
ンラインで繋ぎ、研修や講座を実施した。

▽　管理水準の維持向上に向けた取組 施設の管理運営業
務にあたっては、利
用者の安全と快適
な利用、効率性の視
点から、業務の見直
しに取組み、利用者
のニーズや職員の
気づき、各種点検の
結果などによって見
直しが必要となった
業務や課題に対し
て組織的に解決に
あたる体制を整備し
た。

▼　日常業務において、朝礼などの実施、業務日誌の
作成により、職員間の円滑な報告及び情報共有の徹底
を図った。

▼　本部会議、総括課長会議、健康づくりセンターグ
ループ会議などを定期的に開催し、施設運営上の共通
課題の認識と、解決方法の協議及び情報の共有化を
図った。

▼　各施設では、施設責任者（館長）が利用者の安全と
快適な利用、効率性の視点から改善の意識を持って管
理運営業務にあたることをOJTなどで教育し、PDCAサ
イクルによる業務の見直しと改善、情報の共有を徹底し
業務水準の維持向上に努めた。
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第3回
11月18日

①令和2年度第2四半期の実績報告
②指定理運営に係る業務報告
③業務・財務検査（1回目）
・理事会について
・職員採用について
・ストレスチェックの実施について
・内部監査について
・職員研修について
・36協定について
・修繕について

第4回
3月10日

(書面開催)

①令和2年度第3四半期の実績報告
②指定管理運営に係る業務報告
③業務・財務検査（2回目）
・職員の採用について
・職員研修について
・内部研修の実施について
・内部監査の実施について
・新型コロナウイルス感染症拡大防止
に伴う事務対応、事業対応について

＜協議会メンバー＞

・札幌市保健福祉局保健所健康企画課（難病医療係
長、担当職員）
・健康づくりセンター（館長、主査、担当職員）
・協会事務局（管理係長他）

▽　札幌市及び関係機関との連絡調整（運営協議会等の
開催）

運営協議会を年4回
開催し、各施設の利
用状況や団体の取
組み状況を四半期
ごとに報告、札幌市
と管理運営上の課
題整理や意見交換
などを行うことで、管
理水準の維持向上
を図る場とした。
また、医療機関や地
域団体、教育機関な
どの多様な関係団
体と連携を密にする
ことで、業務の幅の
拡大を図るととも
に、社会貢献活動に
も積極的に取組ん
だ。

▼　運営協議会の開催状況は下表のとおり

開催回 協議・報告内容

第1回
6月10日

①令和元年度第4四半期・令和元年度
（累計）の実績報告
②指定管理運営に係る業務報告
・健康づくりセンターの業務等について
・新型コロナウイルス感染症の拡大防
止のための取り組み
・理事会・評議員会の開催について
・職員の採用について
・内部監査の実施
・ウェブアクセシビリティ試験結果につ
いて
・募金協力について
・財団統合について
・自主事業及び大型イベントについて
・満足度調査の実施について

第2回
8月12日

①令和2年度第1四半期の実績報告
②指定管理運営に係る業務報告
・理事会・評議員会の開催について
・内部監査の実施について
・職員採用について
・自主事業及び大型イベントの実施に
ついて

▼　「暴排条例」及び「札幌市暴力団の排除の推進に関
する条例」などに則り、契約約款に「暴力排除条項」「契
約解除条項」を記載し、反社会勢力との関係排除を徹
底した。
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▼　地域住民の健康づくり活動を支援するために区が
運営主体となり開催する「けんこうフェスタinちゅうおう
2020」「中央区ウインターフェスタin大倉山」などの健康
づくりやスポーツ・レクリエーションイベントは、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止のため中止となったが、区
役所、区民センターなどと連携を図り良好な関係を築い
た。

▼　地域活動の活性化を図るための「八軒ふれあいま
つり」などの地域イベントは新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため中止となったが、町内会関係団体など
と連携を図り、良好な関係を築いた。

▼　例年は札幌市立大学など教育機関と連携したイン
ターンシップや職場体験学習を積極的に受入れていた
が、今年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
めやむを得ず受け入れを中止した。

▼　プロスポネットSAPPOROの「北海道コンサドーレ札
幌」、「北海道日本ハムファイターズ」、「レバンガ北海
道」や、「エスポラーダ北海道」のプロチーム・トップチー
ムの活動を当協会全体で支援するとともに、協働イベン
トや教室などの開催を通じて、子ども達と選手が触れ合
う機会の創出に寄与した。

▼　高等教育機関や専門機関、関係団体などと連携、
協働体制を構築し、スポーツ事業の企画立案や専門性
の高い運動プログラムの開発と提供を行なった。
【連携、協働内容】
・北翔大学との「事業連携に関する協定」継続（スポー
ツボランティアの実習等）
・日本スポーツボランティアネットワークへの参画
・日本公共スポーツ施策推進協議会への参画
・一般社団法人幼少年体育指導士会と連携した「幼少
年体育指導士認定講座」の開催（対面及びオンライン
開催）

▼　その他関係団体を通じた社会貢献等の取組み

①　地域の防犯活動
西センターは、八軒まちづくり協議会全体会（書面開
催）にて八軒地区の防犯パトロールや高齢者の見守り
などについて情報を共有しながら、地域における防犯
活動を推進した。
また、札幌市地域安全サポーターズに登録し、各施設
が子ども110番のエリアとなり、地域の防犯活動を行っ
た。

▼　施設の管理運営に係る重要案件については、協定
書に基づき、所管部局を通して札幌市へ適正に報告・
連絡・相談を行った。

▼　医療機関をはじめ、各区保健福祉部などの関係団
体と連携し重視する対象者の利用促進を目的に、対象
者の紹介（診療情報などの情報提供）を受け、継続した
情報共有を行うなどして、利用促進事業を推進した。

▼　各施設は町内会へ加入し、より密着した地域活動
を推進した。
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④　各種募金への協力
社会貢献や地域支援などを目的として、施設利用者及
び関係機関と連携し、各種募金に協力した。
【協会全体】
・北海道胆振東部地震災害義援金（79,729円／175,910
円）
・東日本大震災復興支援募金（14,301円／累計
1,790,194円）
・熊本地震災害救援募金（12,258円／累計462,969円）
・盲導犬育成支援募金（80,416円／累計1,153,802円）

▼　指定管理者の表示
書類の他、利用時間割、各種事業の募集要項をはじめ
とする配布物にも市民がわかりやすいよう指定管理者
の表示を行った。

▽　財務（資金管理、現金の適正管理） 現金の取扱いに関
する規程や規則、マ
ニュアルを整備し、
適正な処理を行うこ
とで不祥事を未然に
防止する体制を強
化している。
また、公認会計士な
どの専門的見地か
ら確認を行うことで
適正かつ健全な資
金管理、財務処理を
行っている。

▼　当協会が定める定款及び財務会計規程、財務会計
規程運用規則の他、各種法令、公益法人会計基準など
に準拠し、指定管理業務、自主事業に区分して適正に
資金管理を行っている。

▼　現金などの取扱いについては、現金等取扱規程と
なる当協会の財務会計規程、財務会計規程運用規則、
物品取扱要領と併せて現金取扱マニュアルを整備し、
適正な処理を行っている。

▼　現金の確認は2名体制で行い、全施設に指紋認証
式金庫を配備し、開閉履歴を管理することで、事故や不
祥事の未然防止を徹底している。
併せて、懲戒処分細則に不祥事に対する罰則規定を定
め、厳格な管理に継続して取組んでいる。

▼　税理士や公認会計士からの助言と定期的な検査・
監査を受け、高い透明性とコンプライアンスを確保して
いる。
・顧問税理士により、毎月、会計帳簿・財務諸表などを
検査
・公認会計士により、年3回、監査
・当協会監事による決算時の監査
・札幌市により、年2回、財務検査

②　さぽーとほっと基金への登録
札幌市内の町内会やボランティア団体を助成するため
のさぽーとほっと基金に寄付を行い、札幌のまちづくり
活動を支える活動に協力した。

③　地域への安全なスポーツ環境の提供
札幌市消防局の推進するさっぽろ救急サポーター事業
に協力し、応急手当のできる職員を配置し、施設内及
び地域の安全・安心な環境づくりに協力した。
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▼　ホームページのお問合せフォームから各施設担当
者のグループウェアに直接お問合せメールが送信され
るシステムを活用し、全てのお問合せに対し７日以内に
回答した。

▼　施設内にご意見箱を設置し、寄せられた要望・苦情
に対する回答は、迅速に館内掲示した。

▼　札幌市の判断を要するものは、速やかに報告・相
談し、連携を図りながら対応にあたった。

▽　記録・モニタリング・報告・評価（記録、セルフモニタリ
ングの実施、事業報告、札幌市の検査等への対応、自己
評価の実施）

▼　管理運営業務に関する記録や帳簿類は、年度ごと
に適切に整備し、仕様書に定められた期間及び当協会
の規程に則り、適正に管理・保管した。

▼　メールで寄せられた要望・苦情は「要望」、「意見」、
「苦情」、「問合せ」に分類し、グループウェアで情報を
共有し、業務改善に役立てた。

▼　札幌市が示すチェックリストにより、業務・財務に関
する自己チェックを実施した。

▼　コンプライアンスやガバナンス、利用者サービスと
業務の改善を目的としたセルフモニタリングを実施し
た。
①コンプライアンス委員会及びリスク管理委員会によ
り、ガバナンスの確認と評価
②外部監査（監査法人会計監査3回、税務監査11回実
施）
③札幌市体育協会との統合に関わる外部機関への会
計相談１回
④PDCAサイクルによる提案項目の進捗管理
⑤利用者のご意見などを記載する専用カードと回収箱
の常時設置による要望などの収集
⑥当協会ホームページのご意見メールの機能による市
民からの要望などの収集
⑦大会・イベント等参加者に対する事業内容の検証と
プログラムサービスの改善に関するニーズ・意見の収
集（事業の実施時間の変更など）

札幌市が示すチェッ
クリストによる業務・
財務検査の実施な
どにより適正な業務
を確保することとも
に、市民から寄せら
れた意見などを業務
改善に役立てた。

▽　要望・苦情対応 要望・苦情に対して
は迅速に回答がで
きるよう、受付窓口
を明確化するなど体
制を整備し、理解が
得られるよう丁寧に
対応した。

▼　要望・苦情については「お客様の要望対応マニュア
ル」を整備し、新たな指定期間の開始に際して平成30
年４月に職員に周知している。

▼　施設に直接寄せられた要望・苦情は施設責任者が
担当窓口となり、その内容に応じて必要な対応を行っ
た。
また、グループウェアや業務日誌による一元化した情
報共有を行い、引継ぎを行うとともに、早期の業務改善
に反映させている。
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

　労働関係法令の
遵守や就業規則
などの関係規定を
整備するほか、職
員の福利厚生や
ワークライフバラン
スの向上にも取り
組んでいる。
　また、法定割合
以上の賃金の割
増や非正規職員
の正規職員への
転換、同一労働同
一賃金への対応
等、雇用環境の改
善にも努めてい
る。

▼　厚生年金保険法及び健康保険法に基づき、労働者
の勤務形態、家族状況などに応じて厚生年金保険、健
康保険に適切に加入し、必要に応じて適切に届け出を
行った。

▼　労働安全衛生法に基づき、雇入れ時に、健康診断
を実施するとともに、1年に1回定期健康診断を実施し
た。
また、職員の健康管理のため、内科医及び心療内科医
を産業医として選任するとともに、ストレスチェック制度
実施規程に基づき、職員数が50人未満の事業場の職
員に対してもストレスチェックを実施するなど、職員の健
康管理に適正に対応した。

▼　労働基準監督署からの行政指導を受けなかった。

▼　札幌市のワーク・ライフ・バランスplus企業認証
（step3）を受けるなど、指定管理者の申込時に提出し
た、ワーク・ライフ・バランスの取組みに新たな取組みを
加えて適切に実施した。

▼　施設の利用状況・利用料金収入状況に関する毎月
の報告の他、修繕完了時の報告、事故発生時の報告を
適時行った。また、事業年度終了に伴う管理運営業務
の実施状況などの事業報告を行った。

（２）労働関係
法令遵守、雇
用環境維持

向上

▽　労働関係法令遵守、雇用環境維持向上 各種関係法令に基
づき、給与・手当の
支給、労働条件など
に関して改善を図
り、職員の雇用環境
の維持向上に努め
た。
また、労働安全衛生
委員会や労働安全
衛生懇談会などで
職場巡視チェックを
するなど、職場環境
の改善を推進した。
同一労働同一賃金
への対応やワーク・
ライフ・バランスの推
進など適切に対応し
た。

▼　施設で働く職員に対し、指定管理者の申込時に提
案した収支計画書に記載した最低の時給を上回り、か
つ最低賃金861円（令和元年10月3日発効）を上回る
866円以上の時給を支給した。

▼　施設で働く職員に対し、時間外労働・休日労働及び
深夜業をさせた場合、それぞれ法定割合以上の割増賃
金を支払った。

▼　労働基準法の改正に伴い、令和2年10月に未払賃
金が請求できる期間の延長に関する職員給与規程の
改正を行った。

▼　労働基準法第36条に基づき「時間外労働及び休日
労働に関する協定（36協定）」を締結（更新）し、時間外
労働の上限は原則として月45 時間・年360 時間とし、
臨時的な特別の事情があり、時間外労働の上限を超え
ることが予想される施設については、施設・課ごとに特
別条項を設定し、所轄労働基準監督署への届出を行っ
た。

▼　労働者災害補償保険法に基づき、全ての労働者は
労災保険に、条件を満たす労働者は雇用保険に加入し
た。また、労働安全衛生法に基づき、労働者が50人以
上の施設には、労働安全衛生委員会、50人以下の施
設には労働安全衛生懇談会を設置し、定期的に会議を
行うとともに、リスクアセスメントの観点から職場巡視
チェックを実施するなど、労働災害の防止と、職場環境
の改善を推し進めた。
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

▼　ワーク・ライフ・バランスの向上と、育児や介護にお
ける柔軟な年次有給休暇の取得を可能とするため、時
間年次有給休暇の取得を試行的に導入した。

（3）施設・設
備等の維持
管理業務

▽　総括的事項（利用者の安全確保、市民サービス向上
への配慮、連絡体制確保、保険加入）

各種マニュアルの整
備や専門的な資格
を有する職員の配
置を行うとともに、要
求水準以上の各種
補償体制を整備し
た。

▼　管理運営マニュアル、事故対応マニュアル、災害対
応マニュアルなど各業務に沿ったマニュアルを整備・見
直しし、施設内で共有を図るとともに施設の設備状況に
合わせた巡回点検表を活用し、異常の有無を確認する
など、継続的な安全確保とサービス水準の向上を図っ
た。

▼　各施設の拾得物については、特例施設占有者とし
て定められた期間内に所轄警察署へ届出を行った他、
「拾得物・遺失物の取扱マニュアル」を策定し、適切に
取扱った。

▼　医師をはじめ、保健師、看護師、管理栄養士、理学
療法士、健康運動指導士、防火管理者、普通救命講習
修了者、応急手当普及員、サービス介助基礎修了者、
認知症サポーターなどの専門資格者を配置した。
併せて、各資格保有者が中心となり、救急救命講習や
事故対応シミュレーション研修など、各種研修を継続的
に実施し、利用者の安全確保と適切な施設の管理運営
を行った。

▼　中央センターにおける健康度測定や各種健康診査
を実施するため、医療法で定める診療所開設許可を継
続して取得した。

▼　正職員を新たに雇用する際、現在の非正職員から
希望者を募り、内部登用試験を実施した。その結果、当
協会全体で非正職員5名を正職員に転換した。
また、札幌市体育協会との合併に伴い、職員２名の雇
用を引き継いだ。

▼　労働契約法に基づき、平成30年4月1日以降に雇用
期間が5年を超える職員については、無期労働契約へ
転換する旨、周知・説明を行った。無期労働契約転換
申出書の様式を配布し、随時受付を行い、積極的に無
期転換を進めた。

▼　高齢者等雇用の安定等に関する法律に基づき、定
年（60歳）退職後に、希望者全員を65歳まで継続雇用
し、高齢者の雇用を促進した。

▼　障がい者の雇用の促進等に関する法律に基づき、
障がい者の雇用促進を積極的に取組み、法定雇用率
2.2％を下回る1.99％の雇用率となったが、年度を通じ
て安定的に雇用率が維持できるよう、雇用の促進に向
けて引き続き積極的に取組んだ。

▼　同一労働同一賃金への対応として、正職員と非正
職員の不合理な待遇差を解消するため、一部手当及び
福利厚生事業の見直しや業務の整理を行った。

　協会独自の利用
者に対する各種補
償体制の整備・施
設設備等の維持
管理業務におい
て、仕様書の要求
水準以上に積極
的な取り組みを行
い、利用者に対す
るサービス向上が
認められる。
　清掃業務では委
託の日常清掃で
は対応の難しいト
レーニング器具の
ふき掃除などを職
員が適時行い、施
設の衛生保持に
努めている。
　また、修繕では、
業務仕様書に定
められている年間
の上限額まで自主
的に修繕を行って
おり、施設・設備
の維持に積極的
に取り組んでい
る。
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▽　施設・設備等の維持管理（清掃、保守点検、修繕、備
品管理、備品更新等）

第三者へ委託する
業務については、指
定管理業務開始時
における札幌市へ
の申請に基づき適
正に委託を行った。
また、備品更新につ
いて、札幌市と十分
に協議のうえ、業務
に支障が生じないよ
う更新計画を立て、
利用者の安全確保
とサービス向上を検
討していく。

▼　第三者へ委託する主な業務の内容
①清掃業務
管理業務仕様書で定める西センターで、毎日の日常清
掃を適正に実施し、館長（施設責任者）が履行確認を行
うとともに、職員による対応清掃も併せて実施した。
また、定期清掃を年３回実施し、事前に計画書で清掃
箇所や安全対策を確認をのうえ、各諸室の床洗浄、高
所清掃、照明・窓ガラス清掃を行った。
②廃棄物収集処理
各施設で産業廃棄物、中央センターで感染症産業廃棄
の処理を適正に行った。また、リサイクル可能な資源ゴ
ミについては、西センターの敷地内に設置されている札
幌市リサイクルBOXを活用し札幌市に協力した。
なお、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、
産業廃棄物管理票に関する報告書を札幌市に提出し
た。
③保守点検業務
医療機器及びトレーニング機器の専門業者による保守
及び定期点検を実施し、正確な作動を維持するととも
に、指摘箇所の改善を行った。

▼　修繕
医療機器及びトレーニング機器の修繕の他、衛生、音
響設備や事務機器など、市民の利用に支障が生じない
よう緊急度や破損の状況を考慮し、必要な初期対応を
含めて実施した。

▼　備品管理
日常・定期点検、専門業者による保守点検、清掃などを
実施し、異常を早期発見するとともに、所要の性能を発
揮できる状態を維持した。
また、備品は、リストでデータ管理し新規購入による更
新、破損などによる廃棄などの情報を更新した。

▼　備品更新
年度当初に策定した備品購入計画に基づき、更新の必
要がある、超音波診断装置及びハイブリッドバイクを購
入し、札幌市に寄付した。（4,554千円）

▼　施設周辺の外構管理が必要となる西センターで
は、利用者及び歩行者の動線周辺の落ち葉清掃、ゴミ
拾いを行い、要求水準以上の環境美化を行った。

▼　施設賠償責任保険（交差責任担保特約の付加）、
医師賠償責任保険、運送保険に加入し、利用者及び職
員への適切な補償体制を整備した。
また、当協会独自で傷害見舞金給付事業を行い、自主
事業参加者の事故に備えた。
なお、施設賠償責任保険における賠償額は、対人・対
物とも仕様書に示す基準補償額を大きく上回っている。
（対人/1事故4億円、1人1億円、対物/1事故5千万円）
医師賠償責任保険についても仕様書に示す基準補償
額を満たしている。（医師/1事故1億円、施設/1名1億
円、1事故5億円、財物1事故１千万円）

　防災では、まち
づくりセンターとの
合同避難訓練の
実施、災害時にお
ける緊急時飲料提
供ベンダーの設置
を行ったほか、事
故対応シミュレー
ション研修の実施
や新型コロナウイ
ルス感染症を踏ま
えた発災時の参
集職員の見直しな
ど要求水準以上に
防災対策を講じて
いる。
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▼　各施設で事故・傷病の事例を想定した「事故対応シ
ミュレーション研修」を行い、迅速かつ適切に応急処置
等ができるよう行動力の向上を図った。
また、自動血圧計を設置し、運動前の体調チェックを奨
励するなど日ごろから利用者自身の健康管理と事故防
止について関心が持てるよう環境を整えた。

▼　中央センターに災害時における緊急時飲料提供ベ
ンダーの設置を行った。

▼人事異動に伴う参集施設の見直しを行い、総括課
長、館長は勤務施設に参集するよう適正に配置し、指
定避難（西健康づくりセンター）となる施設への参集職
員数を調整した。

▼　参集職員に、新型コロナウイルス感染症の疑いが
ある場合は、避難所施設の感染症拡大防止のため、当
該職員は自宅待機とし、参集施設先の運営にあたらな
いとする、初期対応の確認を行った。

▼　施設周辺の簡易な除雪が必要となる西センターで
は、通路、身障者用駐車スペース、玄関まわりなどを職
員が適時、除雪、転倒防止の砂まき、雪庇落としを行
い、要求水準以上に利用者及び歩行者の安全を確保
する取組みを行った。

▽　防災 西センターでは八軒
まちづくりセンターと
合同の消防訓練を
実施するなど、防災
意識の向上に努め
た。
また、北海道胆振東
部地震の経験を活
かし、職員が施設に
迅速に参集でするよ
うに、避難所の開設
と運営に従事する職
員の適正な配置を
見直した。

▼　当協会の災害発生時における適切な対応と業務分
担などを定めた「災害対応マニュアル」に基づき、災害
発生時における迅速・的確な対応や被害の抑止・軽減
などの体制を整備した。
また、閉館後や休館日に災害が発生した場合に必要な
連絡体制を整備し、施設被害などの把握や迅速な情報
伝達・管理などを行う体制を整えた。

▼　災害発生時において迅速に避難誘導対応ができる
よう、各施設で消防・避難訓練を実施した。
また、西センターは防火管理者を配置し、八軒まちづく
りセンターの統括防火管理者と連携し、合同で訓練を
実施した。

▼　避難訓練の実施は、参加者同士が密集・密接しな
いよう、複数日に分散して実施することにより少人数の
体制とし、コロナ対策を講じたうえで実施した。
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

（単位：人）

施設

※健康度測定受診者の89.0％が重視する対象者

▼　運動継続の意欲喚起を目的に、重視する対象者全
員に対して健康度測定受診から6か月後に中間測定
（体重、腹囲、血圧）を行い、健康運動指導士などから
測定結果に応じた指導を実施した。

▽　運動指導事業 自主利用者数は、
新型コロナウイルス
の影響による休館
や利用人数の制限
などにより、約126千
人の減少となった。
これに伴い、重視す
る対象者の利用は、
継続支援の取組み
などの利用勧奨を
継続したものの、前
年度比50.6％の減
少となった。

▼　各施設で自主的な健康づくり活動を推進するため、
トレーニング機器の使用方法や運動に関するアドバイ
スなど、自主利用者指導を健康運動指導士などの有資
格者が行った。

▼　各施設でエアロビクスやストレッチなどを集団指導
する自由参加プログラムを8月より開催、指導した。
開催にあたっては、新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、参加者の定員を設け、整理券を配布し、多数
時は抽選を行うなど密にならないよう配慮した。また、
西センターのウォーキングデッキで予定していた、安全
かつ効果的なウォーキングの基本姿勢、スピードなど
の実践方法の指導は、新型コロナウイルス感染症拡大
防止によるウォーキングデッキ使用制限の影響でやむ
を得ず中止にした。

▼　各保健センターが主催する生活習慣病予防教室な
どの健康づくりに関する事業に中央・西センターの運動
指導員を派遣し、集団的運動の実践指導を行った。

195 60.6%

体力測定 24 15 62.5%

▽　利用促進事業

▼　医療機関からの診療情報提供書（札幌市経由）や
各区保健福祉部などからの利用連絡票の提供により、
各機関と連携を図り、利用者を受入れた。
また、各機関へ事業内容周知を行った。

▼　中央センターのホームページで医療関係者向け
に、「札幌市健康づくりセンター利用促進事業」の概要
などを掲載する他、利用連絡票、ポスター・リーフレット
などが随時ダウンロードが可能であり、医療関係者へ
向けての周知・啓発活動を推進した。

（4）事業の計
画・実施業務

▽　健康増進事業 健康増進事業の健
康度測定について
は、週の実施回数を
増やした他に、受診
者の利便性向上を
はかるため午後か
らの受付枠を設けた
り、新たに日曜日の
開催を試みた。特
に、重視する対象者
と健康度測定受診
者の増加は前指定
期間からの継続的
な課題と捉え、組織
的に医療機関との
連携強化や各種PR
活動に積極的に取
組んだ。また、対象
者への意欲喚起を
行い、利用定着を促
すことで再受診者数
増加を目指したもの
の、新型コロナウイ
ルス感染拡大の影
響により、前年度比
49.9％となった。

▼　中央センターで、健康度測定（一般コース、簡易
コース）と体力測定コースを実施し、結果に基づき医
師、保健師、管理栄養士、理学療法士、健康運動指導
士による指導を行った。
また、特定健診受診時に健康度測定を受診できるよう
「特定簡易コース」を設け、要求水準以上に受診者の利
便性を向上する取組みを行った。
なお、体力測定の受付に際しては、リスクのある方や重
視する対象に該当する方に対しては、健康度測定の受
診を勧めている。
▼　健診日を日曜日に設け、受診機会の拡充を図っ
た。

事業名 R1 R2 　前年比

中央

健康度
測定

一般 83 25 30.1%

簡易 979 470 48.0%

特定簡易 322

　各事業の計画・
実施は、「管理業
務仕様書」に基づ
き実施されてい
る。
　新型コロナウイ
ルス感染拡大の
影響により、各測
定の受診者数は
前年より減少して
いるが、新たに日
曜日の開催を試
みるなど受診者増
加のための取り組
みを評価できる。
特に女性のフレッ
シュ健診では、会
場が密にならない
よう予約時間を工
夫するなどして前
年より利用者が増
える月もあり、積
極的に取り組みを
行っていることが
認められる。
　利用勧奨事業で
は、長期未利用者
とならないように、
事前に勧奨を行っ
ており、要求水準
を超えた取り組み
と評価できる。ま
た、センター設置
区外の長期未利
用者に対する運動
指導等の実施に
は至らなかったも
のの、その理由と
して新型コロナウ
イルス感染拡大に
伴う自粛や入院、
ケガ、医師からの
運動中止など運動
指導の実施が難し
いことを把握して
おり、事業としては
適切に実施してい
る。
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施設

保健センターへの派遣 15 4 26.7%

▽　利用勧奨事業 重視する対象者が
長期未利用者となら
ないよう、1カ月利用
がない時点で、電話
やメールにより再度
の来館を促すととも
に、長期未利用と
なっている利用者の
状況把握に努めた。

▼　健康度測定及び個別運動指導を受けた後、健康づ
くりセンターを2か月以上利用していない重視する対象
者（長期未利用者）に対し、担当者から電話などにより
再度の来館を促した。

▼　健康づくりセンター設置区外の長期未利用となった
主な理由は、身内や親の介護、コロナによる自粛、最寄
りの体育館などを利用、入院やケガ、医師からの運動
中止など運動実践が難しい状況などであり、最寄りの
施設における相談・指導の実施には至らなかった。

利用人数 72,103 36,496 50.6%

▼　運動指導員派遣（単位：人）

事業名 R1 R2 　前年比

▼　自主利用者のうち重視する対象者（単位：人）

区分 R1 R2 　前年比

対象者人数 2,317 1,403 60.6%

西

自主利用 103,351 43,219 41.8%

自由参加 26,000 4,157 16.0%

個別運動指導 289 103 35.6%

ウォーキング講習 401 － -

213 37.4%

東

自主利用 40,087 16,552 41.3%

自由参加 11,564 2,279 19.7%

個別運動指導 68 23 33.8%

▼　健康度測定、体力測定受診者に測定結果に基づ
き、運動プログラムを作成し、個別運動指導を行った。
また、重視する対象者には、運動や体調などを記録す
る他、担当者とのコミュニケーションツールとして個別
ノートを活用し、運動の継続支援を行った。

▼　参加者数（単位：人）

事業名 R1 R2 　前年比

中央

自主利用 76,293 33,685 44.2%

自由参加 16,584 2,329 14.0%

個別運動指導 570
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▼　普及啓発事業
センターを設置していない区において広報活動や普及
啓発イベントを実施し、健康度測定の受診や運動フロア
の利用促進を行っていたが、新型コロナウイルス感染
防止のため、イベント自体中止になりやむを得ず普及
啓発事業も行うことができなかった。

▼　ホームページの運営・図書等の整備
健康づくりセンターの紹介やイベント案内などをホーム
ページへ掲載、健診予約システムなどWebサイトの運営
によるインターネットからの申し込み受付を行った。ま
た、健康に関する図書や文献などを用意し、市民への
情報提供を行った。

▼　刊行物の発行
健康づくりセンターの利用促進及び健康に関する情報
を発信するため、中央健康づくりセンター保健師・管理
栄養士・理学療法士・健康運動指導士による健康・運
動に関する情報を掲載した機関誌「ヘルス＆スポーツラ
イフ」や月別利用予定表などを発行し、利用者などへ配
布した。（ヘルス＆スポーツライフ vol.120～123）

▼　予約システムにより収集する個人情報について、札
幌市個人情報保護条例及び当協会が定める「個人情
報の保護に関する細則」の規程に基づき適正に管理し
た。

▼　コロナ禍における「運動不足の方へ健康エール」と
して、自宅でできる運動動画を作製し、ホームページに
て配信した。（動画企画・作成：中央センター）

回数（回） 41 42 102.4%

参加人数（人） 840 724 86.2%

▽　健康増進に関する情報の収集、提供

▽　女性のフレッシュ健診(中央センター)　 新型コロナウイルス
感染拡大に伴う約2
か月間の休診によ
り、前年度比は
86.2％となった。
なお、感染拡大防止
の措置を講じ、健診
会場が密にならない
よう予約時間を3つ
に分散するなどの対
応を行い、安全安心
に受診できる環境を
維持した結果、特に
7月～10月は前年度
を上回る受診があっ
た。

▼　受診機会の少ない18歳から39歳までの女性を対象
に一般的健康診断の他、骨粗しょう症検診も併せて
行った。
また、健診の申込みにあたっては、市民の利便性向上
を目的にホームページからの受付を継続実施した。

▼　ベビーベッド・キッズスペースの設置や小さな子ども
が側にいても各検査がスムーズに受診できるよう、看
護師・保健師がサポートするなど、小さな子ども連れで
も安心して受診ができるように受診環境を整えた。

▼　健診日を日曜日（3月）に設け、また、「女性のフレッ
シュ健診3DAYS」（3/12～14）を実施するなど、受診機
会の拡充を図った。

▼　女性のフレッシュ健診の血液検査における糖尿病
の指標となる血糖項目に加え、「糖尿病診断ガイドライ
ンで示されているHbA1c（NGSP)項目」を希望制の追加
オプションとして実施した。

▼　受診者数

区分 R1 R2 　前年比
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▽　受託事業　　　　　　　　　

▼　体力測定は、平日の他、隔月の日曜日に実施し、
前年度同様、受診者の利便性を図った。

▼　地域において自主的に健康づくりに取組んでいる、
もしくは取組む予定の団体・グループなどで、健康維
持・増進のための運動に興味・関心がある方々に対し、
運動の意義や効能などの講話や「運動指導実演」のた
めのアドバイスなどを行い、それらを自団体・グループ
内で実施・普及していただけるよう支援を計画していた
が、新型コロナウイルス感染症の影響によりやむを得
ず中止することとなった。

▽　調査研究事業　　　　　　　　　　

▼　中央センターにおける低体力の高齢者対象教室の
受講者を対象として、コロナ禍における教室休止期間
の運動量減少に伴う体力低下に対し、教室再開後の体
力回復状況について、分析・調査を行った。

▼　札幌市から施設の設置目的の達成のため、指定管
理業務に関連する特定健康診査や各種検診、特定保
健指導などの業務を受託し、市民の健康増進につなげ
た。

▼　医療機関と連携した地域における運動の習慣化を
目的とし、医師から運動を勧められている生活習慣病
の予備群や治療中等の方、運動器疾患（膝痛・腰痛等）
を持っている方に対し、健康体力測定や運動教室、健
康講話等を実施した。（スポーツ庁補助事業）

▽　施設の利用促進に関する取組み

▼　健康度測定の簡易コースは他のコースと比較して
安価であり、拘束時間も短くニーズが高いことから、平
成３０年度に、午前中に終了できる枠の拡充と午後から
受診できるコースを増設し、今年度においても継続実施
した。

▼　健康度測定受診者増加のため、各種イベントに出
向き、直接、測定内容の説明やキャンペーンを行うなど
様々な取組みを行った。
また、さぽーとさっぽろ（札幌市中小企業共済センター）
の助成事業として「健康度測定」を受診できるようした。

理学療法士による
評価・相談 870 682 78.4%

計 3,830 2,146 56.0%

▽　地域における自主活動への支援等　　　　　　　　　　

区分 R1 R2 　前年比

保健指導 1,450 710 49.0%

栄養指導 1,510 754 49.9%

▽　各種相談事業（中央）

▼　中央センターで、市民の健康増進に資するため、利
用者などに対して健康づくりや食生活に関する保健・栄
養相談と指導を行った。

▼　相談者数（単位：人）
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▼　女性のフレッシュ健診は、3月の日曜日に１回実施
し、受診者の利便性向上を図った。また、「女性のフレッ
シュ健診3DAYS」（3/12～14）を実施するなど、受診機
会の拡充を図った。

▼　供用時間外の拡大
①各施設、新型コロナウイルス感染拡大防止策として、
ロビー等での密集の回避や人数制限等による影響を緩
和するため、運動フロアの利用開始時間を30分早めて
開館し、健康づくりに関する情報提供や測定・運動体験
などを行うことで、市民の利便性やサービスの向上を
図った。
（週2回の供用時間延長は中止）
②健診フロアの利便性向上を目的とした8時30分から
の開館（中央センター）
③健康度測定の日曜実施による開館（中央センター）
④体力測定の日曜実施による開館（中央センター）
⑤女性のフレッシュ健診の日曜実施による開館（中央
センター）

▼　健康づくり活動や運動のきっかけづくりとして「ス
ポーツの日無料開放」を実施した。（中央・東・西セン
ター）
▼　各施設において、運動のきっかけづくりとして父の
日、母の日、さっぽろスポーツDAYに、初めての人を対
象とした特別プログラムの実施を計画していたが、新型
コロナウイルス感染症拡大防止の観点からやむを得ず
中止した。

▼　健康づくりセンターで実施している健康増進事業や
運動指導事業のPRを目的に、多くの方が集まるイベン
ト会場などでの広報・周知活動を行う予定だったが新型
コロナウイルス感染症拡大防止の観点からやむを得ず
中止した。
①健康づくりセンターフェスタ（中央）
②西健康づくりフェア2020
③札幌マラソン大会 会場PRブース
④６時間リレーマラソン

▼　ホームページにおいて、障がいの有無や年齢によ
らず、誰もが気軽に問合せが行なえるよう、全ページに
お問い合せメールフォームを配置し、寄せられたメール
は7日以内に回答することにより、利用者の利便性の向
上を図った。
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

　新型コロナウイ
ルス感染拡大に
伴う休館、利用者
減少の影響が大
きく、年間の利用
者数は前年より減
少しているもの
の、新型コロナウ
イルス感染対策と
して人数制限のほ
か、密集を避ける
ため開館時間を早
める取り組みも行
われており、コロ
ナ禍においても安
全・安心に利用で
きる環境づくりに
努めている。
　このほか、使用
承認に関する業務
については、条
例、施行規則、要
領に基づいて適正
に行われている。

▼　各施設は、職員のOJTを通じて条例、規則、要領、
関係法令を理解し、全ての利用者に対して、平等利用
を確保した。

▼　札幌市健康づくりセンター条例及び施行規則に基
づき、適正に使用の承認などの手続きを行った。
また、利用料の減免について、同条例、施行規則、使
用料減免要綱取扱要領に基づき、行政執行代理者とし
て、適正な手続きを行った。

▼　施設責任者は、北海道公安委員会主催の「不当要
求防止責任者講習」を受講し、不当要求防止責任者と
して選任するなど、暴力団を始めとした反社会勢力の
活動阻止に努めた。

▽　受付業務

▼　各施設を訪れる全ての利用者が安全で快適に利用
していただけるよう、定期的に受付スタッフに対して接
遇研修を行い、良好なサービスを提供した。

▼　各施設の利用者が円滑に利用いただけるよう、動
線に配意したサインの設置を行うとともに、バリアフリー
を念頭に受付カウンターに老眼鏡配置、筆談対応の措
置を講じた。また、初めて来館された方に対してもわか
りやすく説明するとともに、各種事業案内のチラシや利
用案内リーフレットをロビーなどに配架した。

▼健康度測定の概要や受診の流れ、減免制度の説明
について理解を深めていただけるよう、よりわかりやす
い大型の案内板を掲示した。

▽　使用承認に関する業務

利用者数は、新型コ
ロナウイルス感染症
拡大防止による休
館や利用人数の制
限のため、各施設と
も大幅に減少した。

 ▼　利用件数（単位：人）

区　分 R1実績 R2実績 前年比

中央センター 113,408 53,499 47.2%

東センター 53,255 23,307 43.8%

西センター 134,634 60,281 44.8%

合　計 301,297 137,087 45.5%

（5）施設利用
に関する業務

▽　利用件数等
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

　各種メディアを通
した幅広い広報活
動に加え、ウェブ
アクセシビリティ研
修の実施など要求
水準以上に広報
業務に積極的に
取り組んでいる。
　また、コロナ禍で
外出自粛が求めら
れるなか、自宅で
できる運動動画コ
ンテンツの配信な
どの取り組みも
行っており、評価
できる。

③　ウェブアクセシビリティ基盤委員会※が示す「JIS X
8341-3:2016 試験実施ガイドライン 2016 年４月版」に
基づき、1年に1 回試験を実施し、適合レベルAA に準
拠していることを確認し、ホームページに公開した。
・試験年月日：2021年3月29日
・試験の要件：当協会公式ホームページである
https://www.shsf.jp/ および配下のCMS（コンテンツマ
ネジメントシステム）で作成し、管理するもの。（代表す
るウェブページ：15ページ、ランダム抽出：25ページ）
・達成した等級：AA

④　ホームページの作成にあたっては、「札幌市公式
ホームページガイドライン」及び、当協会のウェブアクセ
シビリティガイドライン基づき対応し、新規ページについ
てはJIS X 8341-3:2016の適合レベルＡＡに準拠した。

⑤　協会統合に伴い、HPのデザインをリニューアルし、
スマートフォンでも閲覧しやすい縦長のデザインとした。

⑥コロナウイルスの拡大に伴い、自宅でできる運動動
画コンテンツの配信及び、当協会のコロナ関連の情報
をまとめたページを新規に立ち上げた。

（6）付随
業務

▽　広報業務 ホームページのウェ
ブアクセシビリティ確
保については、日本
工業規格「JIS X
8341-3：2016」の適
合レベルAAに準拠
していることを試験
により確認し、その
評価結果をホーム
ページで公開した。
また、ホームページ
の更新責任者と担
当者を選任し、ウェ
ブアクセシビリティ研
修会を1 回（コロナ
の影響でオンライン
開催）実施するなど
適正に取り組んだ。
併せて、情報誌の作
成・配布や、フリー
ペーパーなどの活
用など多様な手段
で幅広い情報提供
を行った。

▼　ホームページは、アクセシビリティ、ユニバーサルデ
ザインの考え方に基づき管理し、総務省作成の「みんな
の公共サイト運用ガイドライン」を参考に取組みを実施
した。

①　閲覧者がホームページ上から施設の利用方法や
ページについての問い合せを容易にできるよう、電話番
号の他、各ページに問い合せフォームを設置し、必要
事項を記載するだけで送信することができるよう配慮し
た。
ホームページから各施設担当者のグループウェアに直
接お問合せメールが送信され、全てのお問合せに対し
７日以内に回答できるよう対応した。
・問合せ件数総数：R2年度514件

②　JIS X 8341-3 の改正、障害者差別解消法施行を遵
守し、ウェブアクセシビリティ方針をホームページに公開
するとともに、JIS X 8341-3:2016の適合レベルＡＡの準
拠への取組みを実施した。
・ページ作成時ルールを徹底するため、各施設にホー
ムページの更新責任者（館長）と担当者を選任。
・ホームページ保守委託事業者との協力体制を構築
し、専門的な知識や技術についての情報を収集。
・HP打合せ、ウェブアクセシビリティ研修会の実施
（10/30、3/26）※いずれもオンライン開催
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▼　各種案内の配布
施設利用案内や教室募集のチラシを定期的に作成し、
利用者が入手しやすいよう市役所関連施設などにおい
て配布するとともに、各種広告媒体を活用し、施設の
PRや情報提供を積極的に行った。
【主な取組実績】
①広報さっぽろ及び札幌市情報アプリ i さっぽろへの教
室受講生募集情報等掲載（広報さっぽろは一部事業の
み）
②毎月の利用時間割を区役所、区民センターなどに配
布
③町内会回覧板の活用
④新聞などへの教室要項や求人情報の折込・掲載
⑤フリーペーパーへの全施設一斉教室募集情報掲載
（2～3月）
⑥令和3年度採用職員募集情報掲載（ジョブキタ、バイ
トル、マイナビ）
⑦コンサドーレマッチデイプログラムへの広告掲出（3
回）
⑧広報誌「ヘルス＆スポーツライフ」の発行（年4回／
vol.120：コンサドーレ菅選手、vol.121：ゴルフ藤田光里
など）
⑨コロナ禍でも自宅でできる運動を掲載したカレンダー
の発行

▽　その他管理運営業務に付随する一切の業務 東京２０２０オリン
ピック大会のマラソ
ン・競歩の成功に向
けて、大会組織委員
会及び札幌市との
連携・協力体制を実
現した。

▼　「さっぽろグローバルスポーツコミッション」の事務局
機能を担当し、契約職員（専門員）2名を配属するととも
に、施設を活用した大会・合宿誘致の活動などを推進し
た。

▽　引継ぎ業務

（前回から継続指定のため、引継業務なし）
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

▼　自主事業実施状況

▼　各施設で重視する対象者への健康状態の維持・回復・向上ま
でを支援することを目的に、運動習慣のない方の定期的な運動実
施につながる低体力者を対象とした「リハビリ専門家の体力回復教
室」や「サルコペニア予防教室」、高齢者を対象とした「高齢者のた
めの体力づくり」の拡充を図るなど、介護予防事業の推進や健康講
座などの事業を実施した。

▼　健康づくりセンター専門職員が担当する健康サポート教室で
は、子どもから高齢者までのライフステージや目的・ニーズに応じた
教室を実施した。
①運動器疾患別予防：「腰痛予防運動教室」「ひざの機能アップ教
室」など
②介護予防：「高齢者のための筋トレ教室」「高齢者のための体力
づくり教室」など
③運動習慣化：「初めての筋活教室」「生活習慣改善運動教室」な
ど
④子ども体力向上：「小学生のケガ予防ストレッチ教室」など

▼　中央センターで「運動の効果をプラスしよう！」「ひざ痛予防～
正しい動作を身につける～」など医師・理学療法士・管理栄養士・保
健師による講話と運動実践を組み合わせて、健康づくり活動に対す
る動機づけとなる各種健康講座を実施した。
また、特定保健指導やEメール相談などの各種事業を実施した。

▼　各施設で教室の募集ごとに要項、ポスターを作成するとともに、
新聞折込チラシ、ホームページなど、広く市民の目に触れる方法で
周知、参加の機会を提供した。
また、昨年度に引き続き市内全域に配布されるフリーペーパーに募
集情報を掲載し、幅広い年齢層を対象とした広報を展開した。

▼　教室、イベントなどの自主事業参加者に事故・怪我が発生した
場合は、施設管理の瑕疵に伴う施設賠償責任保険と併せて、当協
会独自のお見舞い制度（傷害見舞金給付事業）を適用する体制を
整備した。（入院：日額1,500円、通院：日額1,000円）

20.3%

健診事業 健診人数（人） 1,233 798 64.7%

※運動事業及び派遣事業の減少要因は、新型コロナウイルス感染
症対策による事業中止や受講者数の制限及び派遣中止のため

▼　運動教室の受講料は誰もが気軽に参加し、継続しやすいように
安価な料金を維持し、参加の機会を拡大した。

▼　健康度測定の受診者を対象とした、運動効果などの確認ため
のフォローアップ健診や各種検査など、指定管理事業を補完、付加
するための健診事業を実施した。

２　自主事業その他

▽　自主事業 指定管理業務の推
進を補完するため、
健診、教室、イベン
トなどで多様なプロ
グラムの自主事業
を効果的に実施し
た。
特に健康度測定受
診後、健康サポート
教室を受講すること
で、ひとりでは運動
の継続が難しい重
視する対象者の定
期的な運動継続に
つながる効果があっ
た。

区分 R1 R2 前年比

運動教室
等

事業数（件） 451 326 72.3%

参加者数（人） 9,176 5,053 55.1%

派遣事業
事業数（件） 41 13 31.7%

参加者数（人） 536 109

　新型コロナウイ
ルス感染拡大に
伴う運動事業や派
遣事業の中止によ
り、事業数や参加
人数は前年より減
少しているが、重
視する対象者の
定期的な運動継
続につながる取り
組みを行ってい
る。
　物品購入等では
原則として市内企
業を活用してお
り、授産施設への
発注も推進するな
ど福祉施策への
配慮が見られる。
　また、募金や地
域の安全活動に
参加するなどの社
会貢献活動を行っ
ているほか、障が
い者スポーツの指
導員資格の取得
にも取り組んでい
る。
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①　理事長が「一般社団法人札幌市障がい者スポーツ協会」の役
員（理事）に就任し、障がい者のスポーツ環境整備に取り組んだ。

▼　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和2年4月1日か
ら7月11日まで予定されていた自主事業はすべて中止となった。

▼　西センター開設20周年記念事業として、コロナ禍で利用者が密
にならないよう配慮し、令和3年1月5日から1月31日にかけて施設利
用スタンプラリーイベントを実施した。

▽　市内企業等の活用、福祉施策への配慮等 特殊な条件の物件
を除き、札幌市登録
事業者への発注を
基本とし、市内企業
の活用に大きく貢献
した。
札幌市が推進する
福祉施策及び障が
い者スポーツの普
及促進に対して、組
織的に積極的に取
組んでいる。

【市内企業等の活用】

▼　物品購入・修繕・役務契約などは、特殊なものを除き、札幌市
登録事業者を中心に約80.3%を市内企業へ発注した。

【福祉施策への配慮】

▼　新たに1名が障がい者初級スポーツ指導員の資格を取得し計
26名となった。障がい者中級スポーツ指導員は6名であり、有資格
者を含めた職員が、障がい者スポーツ団体が運営する普及事業に
携わった。

【障がい者スポーツ普及促進の取組み】

▼　自主事業の収支については、指定管理業務に関する収支と区
分して経理し、さらに教室、イベントなどの事業部門と販売などの収
益部門で区分した。
また、明確に区分できない人件費や当協会本部機能などの管理経
費については、各事業の収益規模に応じて適正に配分して経理し
た。

▼　エリアマーケティングソフトを活用して、施設周辺の人口分布な
どを国勢調査データを基に調査分析し、市内全域にスポーツ・健康
教室の情報が行き届くよう、教室募集時の広報活動を充実させた。

▼　運動サポート事業として、脚筋力や体脂肪の測定を実施し、運
動効果を確認した。
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

　利用者アンケー
トや意見・要望の
収集を継続して
行っており、利用
者満足度調査で
の各種項目の満
足度は高く、利用
者からの要望に対
しても素早く対応
しており、評価でき
る。

３　利用者の満足度

▽　利用者アンケートの結果 アンケート結果は、
市の定める目標水
準（80％）に対し、す
べての項目（条件、
案内、器具、環境、
接遇）において大幅
に上回っており、利
用者からの高い満
足度を得ている。
また、利用者から
の、ご意見・要望
を、施設の運営に反
映させ、利用者の更
なる満足度の向上
を図った。

実施方
法

実施期間：令和2年8月26日～9月2日
実施場所：健康づくりセンター3施設
実施方法：質問形式（一部記述式）、施設の利用時間を
3区分（午前・午後・夜間）に設定し、利用形態に偏りが
ないように考慮。
回答者数：650件(中央：200件、西：233件、東：217件)
（要求水準は、回答者数500件以上）

結果概
要

利用者の総合満足度は要求水準の目標80％に対し
98.2％であった。
職員の接遇に関する満足度（迅速さ、親切さ、専門知識
など）は要求水準の目標80％に対し、99.5％であり健康
づくりセンター全体として管理水準の維持向上が図られ
ている。

利用者
からの
意見・要
望とその
対応

▼　中央センター
【要望】　コロナウイルス感染予防に十分気をつけてい
る様子がみてとれて安心して利用できます。 人的にも
物的にも大変かと思いますがよろしくお願いします。建
物が古く狭いので仕方ありませんが、トイレ更衣室シャ
ワールームがもう少し広く快適になるともっと良いと思
います。
【対応】建物の構造上、更衣室・トイレ等の拡張は難し
い状況ですが、快適にご利用いただけるよう、清潔で安
全な環境づくりに努めてまいります。

▼　東センター
【意見】コロナでしばらく閉まって運動する機会を作るこ
とが出来なったので、今は、普通に使えるだけで十分あ
りがたいです。
【対応】今後もご利用の皆様の健康づくり活動の場とし
てご満足いただけるよう努めてまいります。

▼　西センター
【要望】夕方、西日がまぶしいのでカーテンを下げてほ
しい。
【対応】運動フロア指導担当スタッフが日の当たり具合
を見て、2階運動フロアと3階ウォーキングデッキのロー
ルカーテンでの遮光を徹底した。
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

▽　説明

＜確認項目＞　※評価項目ではありません。

▽　安定経営能力の維持 適 不適

現指定期間から指
定管理費用が大幅
に減額となったこと
から、適正な職員配
置と管理水準の維
持向上を図りながら
の大幅な経費縮減
が課題となってい
る。
今年度は、コロナ拡
大防止に伴う施設
休館や利用回復の
遅れにより、利用料
金収入や自主事業
収入が計画を大きく
下回ることとなった。
　そして支出につい
ても自主事業関係
などで大きく減少し
たものの、収支差額
は計画から47,984千
円悪化することとな
り、依然として赤字
の解消には及ばな
いため、令和3年度
以降も継続的に収
支改善に取組むとと
もに、職員の配置数
に応じた適正な人件
費の積算について
札幌市との協議を
検討する。

▽　個人情報保護条例、情報公開条例、行政手続条例、オンブズマン条
例及び暴力団の排除の推進に関する条例への対応

適 不適

指定管理事業及び各種自主事業の実施により、安定的・継続的に
収益を確保している。
また、流動比率が218.2%、自己資本比率は55.3％となっており、安
定的な経営に資する財源を有している。

個人情報は、協会の「保護方針・及び保護に関する規程及び特定
個人情報取扱規程」に基づき、階層別研修においてリスクマネジメ
ントに関連した、ソーシャルメディアリスクへの予防対策や、 利用上
の注意なども踏まえ各職員へ取扱いの徹底を図った。情報公開条
例等に関しても、指定管理者としての役割や義務を十分に認識し、
すべて規定の手続きに基づき適切に対応した。
また、不当要求防止責任者の配置を推進し、暴力団の排除の推進
に関する条例へ適切に対応した。

利益還元 0 0

法人税等 32 25 ▲ 7

純利益 ▲ 8,240 ▲ 56,217 ▲ 47,977

　新型コロナウイ
ルス感染拡大に
伴う影響を大きく
受ける結果となっ
ており、引き続き
収支改善に取り組
むとともに、コロナ
後の利用促進に
向けた準備を進め
る必要がある。

　自己資本比率が
例年５０％前後で
あり、安定的な経
営能力を維持して
いると言える。

　個人情報保護や
情報公開等に関
する規程類を定め
ており、適切に対
応している。

指定管理業務支出 177,865 179,824 1,959

自主事業支出 75,168 48,916 ▲ 26,252

収入-支出 ▲ 8,208 ▲ 56,192 ▲ 47,984

その他 6,934 0 ▲ 6,934

自主事業収入 65,864 29,935 ▲ 35,929

支出 253,033 228,740 ▲ 24,293

４　収支状況

▽　収支 （千円）

▼　利用料金収入は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に伴
う施設の休館と利用回復の遅れにより、計画を下回った。

▼　自主事業収入も、上記同様休館と利用回復の遅れや受講敬遠
などにより計画を大きく下回った。

▼　純利益は、支出が減少したものの収入の減少分を補うことはで
きず、計画よりさらに大きい赤字となった。

項目 R2計画 R2決算 差（決算-計画）

収入 244,825 172,548 ▲ 72,277

指定管理業務収入 178,961 142,613 ▲ 36,348

指定管理費 104,440 114,147 9,707

利用料金 67,587 28,466 ▲ 39,121
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Ⅲ　総合評価

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により年間の利用
者数は減少しているが、健康度測定の実施回数や受付
枠を増やしたほか、重視する対象者へ定期的な運動継
続の働きかけを行う等、基本方針に則した各種の取り組
みは評価できる。
　また、自宅でできる運動動画コンテンツの配信を行うな
ど、感染拡大による制約が多い中で、センターの設置目
的である「市民の健康増進」に寄与できるように努める積
極的な姿勢がみられた。

　新型コロナウイルス感染対策を実施しながら、利用者が
安全・安心に施設の利用ができるように引き続き適切な
管理運営を行うとともに、収支状況についても安定化を図
ること。
　また、新型コロナウイルスが収まった後には運動不足を
解消するため利用者が増えることも見据え、運動を継続
して行えるような教室などの準備も進めておくこと。

総合評価 改善指導・指示事項

新型コロナウイルス感染症感染拡大による臨時休館とそ
の後の利用制限に伴い、市民への周知、教室受講生へ
の対応など、非常に多くのイレギュラー対応を行ったが、
札幌市との緊密な連携を始め、これまでの運営で培った
経験を活かし、大きなトラブルなく対応を行うことができ
た。
緊急事態宣言中には、協会HPにて「運動不足解消自宅
でできる運動」の動画を配信し、自粛生活の中で市民の
運動不足解消に寄与した。
また、お客様への感染防止対策を万全を期すと共に、新
型コロナウイルス感染症対策マニュアルを作成し、職員
の健康管理についても適切に行った。

新型コロナウイルス感染症の対応は長期化することが見
込まれることから、安全・安心に施設の利用ができるよ
う、引き続き適切な管理運営を行う。
また、現指定期間4年目を迎え提案項目の進捗状況は
92.9％となっており、引き続き100％を目指して取り組むと
共に、アフターコロナを見据え、市民の行動様式の変容
や働き方の変革に合わせた運営の検討を進める。

【指定管理者の自己評価】

総合評価 来年度以降の重点取組事項

【所管局の評価】
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